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　自力で歩く能力は、高齢者にとって自立した生

活を送るために最も基本的な日常生活動作

（Activities of Daily Living：以下ADLとする）であ

り、食事、排泄、入浴など他のADLに先行して低下

する1)。地域住民を対象とした研究では、歩行能力

低下は高齢者の健康関連事象（死亡、障害、IADL

の低下、転倒、閉じこもり）に強く関連しているこ

とを明らかにしており2)，3)、高齢者にとって歩行能力

を維持することは社会生活を営む上で重要な課題で

ある。

　高齢者の歩行能力低下の原因には、脳血管疾患や

骨関節疾患などの運動機能障害ばかりでなく、内科

の急性疾患で入院した高齢患者が報告されており、

急性期医療から生ずる歩行能力低下が問題視されて

いる。欧米では、内科の急性疾患で入院し、入院前

は歩行自立していた高齢患者の16.8－59％に退院時

の歩行能力低下が認められたと報告しており4-5)、在

院日数の延長や死亡数の増加、要介護施設への移行、

退院後の生活の質の低下をひき起こしている6-7)。つ

まり急性期医療から生じた歩行能力低下は、疾患は

治癒しても患者・家族のヘルスケアニーズを満たす

ことはできない。ゆえに歩行が自立した状態で退院

することは、急性期医療における高齢者援助の重要

な課題であると考える。

　大川（2005）8) は、歩行能力低下は入院中の不活発

な生活から始まるとし、予防するにあたり、その要

因を明らかにする必要性を指摘している。内科の急

性疾患で入院した高齢者における歩行能力低下の要

因は、癌患者であること、入院前の歩行補助具の使

用が報告されている7)。本邦の報告では、下肢筋力

の低下が報告されているが9-10)、歩行能力と下肢筋力

の２因子間の検討であり、どのような要因が歩行能

力低下に影響し確率を高めているか検討されていな

い。

　そこで今回、内科の急性疾患で入院した高齢患者

の退院時の歩行能力低下に影響する要因を検討する

ために、入院前は歩行自立していた患者を対象に、
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急性期病院における内科疾患を有する高齢患者の

退院時の歩行能力低下に影響する要因
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　本研究の目的は、内科の急性疾患で入院した高齢患者の退院時の歩行能力低下にどのよ
うな要因が関与しているかを後ろ向き調査から検討した。対象は、入院前、自ら歩行可能
であった６５歳以上の患者６８名である。退院時に自立した歩行が不可の患者を歩行能力低下
群、自立した歩行が可能の患者を歩行自立群とした。要因の検討には、１０変数からなる概
念枠組みから多重ロジスティック回帰分析を用いモデル化した。結果、１）「ベッド上生活
日数」、「症状持続日数」、「在院日数」、「身体拘束日数」の４因子が抽出された。２）各変
数の日数が１日増すごとに危険率が高まることが示された。３）４つの要因の検討から、
退院時に歩行能力を低下させる高齢患者の５４％を予測できることが説明された。以上を通
して退院時に歩行能力低下をさせないためには、４つの要因からリスクの高い患者を予測
し、早期にこれらの日数を減らす援助を入院時より意図的に実践することが必要であると
示唆された。

　

�������	


acute care,  internal disease,  elderly patient,  discharge,  walking dependence,  factors

����
金大医保つるま保健学会誌 Vol. ３３（２）

８１～８７ 　 ２００９

 金沢大学大学院医学系研究科保健学専攻看護科学領域博士後期課程、小松市民病院
＊ 金沢大学医薬保健研究域保健学系



― ８２ ―

退院時の歩行状況により患者を２群に分類し多重ロ

ジスティック回帰分析を用い要因の抽出を試みた。

これらの要因を明らかにすることは、内科の急性疾

患で入院した高齢患者の歩行能力低下を予防するた

めの援助について、有効な知見が得られると考えら

れる。
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　対象者は、Ｋ市（人口10万人）の中核病院として

急性期の機能を有するＫ病院（384床）に平成16年 1

 月から平成18年 6 月までに内科疾患で入院し、入院

前は歩行自立していた65歳以上の患者を対象とした。

対象 3 、823名のうち、入院中脳血管疾患・骨関節疾

患を診断された患者、検査や教育目的で入院した患

者、死亡退院した患者、老人施設や療養型病床から

入院した患者は対象から除外した。該当者のうち上

記期間中、退院時に寝たきりや自力歩行が不可能な

状態であった全数34名を歩行能力低下群とした。コ

ントロールとして、同一期間で同一病棟において退

院時独歩であった者及び杖や歩行器を使用している

が歩行自立していた患者34名を歩行自立群とした。

なお歩行能力低下群に対し性・年齢による下肢筋群

の影響11-12)を除くため、歩行自立群は歩行能力低下

群に対し性・年齢をマッチさせて１：１で抽出した。

よって最終的に68名が分析対象となった。
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　対象患者の入院診療録及び看護記録から後ろ向き

調査した。
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　本研究の概念枠組みを図１に示した。説明変数は、

内科の急性疾患で入院した高齢者における歩行能力

低下の要因についてほとんど明確にされていないた

め、変数の検討には内科の急性疾患で入院した高齢

者におけるADL低下の要因に関する先行研究13)を参

考に、以下の10変数からなる概念枠組みを設定した。

各変数は「ベッド上生活日数」、「点滴日数」、「膀胱

留置カテーテル留置日数」、「酸素療法日数」、「身体

拘束日数」、「薬剤使用の有無」、「合併症数」、「症状」、

「症状持続日数」、「在院日数」である。

　「ベッド上生活日数」は、ベッドから離床するま

での日数を調査した。離床に歩行補助具や車椅子の

使用を含めた。「点滴日数」は、中心静脈点滴や末梢

からの点滴日数を調査した。「膀胱留置カテーテル

留置日数」は、挿入日から抜去されるまでの日数を

調査した。「酸素療法日数」は、酸素マスクや経鼻カ

ニューレによる酸素療法日数を調査した。「身体拘

束日数」は、ベッド上で四肢又は体幹のいずれかに

拘束帯や紐などによる拘束の行為があった日数を調

査した。「薬剤使用の有無」は、入院中の睡眠薬、精

神安定薬の使用の有無を調査した。「合併症数」は、

退院時診断の主疾患以外の診断名の数を調査した。

「症状」は、入院中の主な自覚症状を調査した。「症

状持続日数」は、入院中の主な自覚症状に対し、患

者が自覚を否定するまでの日数を調査した。「在院

日数」は、入院日から退院日までの日数とした。
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　対象病院の代表者には研究の主旨を十分に説明し、

研究協力の承諾書に署名を得た。調査は病歴管理室

で実施した。特に入院診療録及び看護記録の室外へ

の持ち出しはしないことや得られた情報は記号化し、

匿名化した上で連結保存をし、病院や個人の情報が

漏れないよう配慮した。調査に際し、金沢大学医学

倫理委員会の承認を得た。
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　分析方法は、それぞれの変数について目的変数と

の関連を記述統計により検討した。正規性が得られ

なかった「合併症数」、「症状持続日数」、「ベッド上

生活日数」、「膀胱留置カテーテル留置日数」、「酸素

療法日数」、「身体拘束日数」、「在院日数」について

Mann-WhitneyのＵ検定を用いた。正規性の得られ

た「点滴日数」について t 検定を用いた。定性的デー

タである「薬剤使用の有無」ついては、�2 検定を用

いた。「症状」には比率の差の検定を用いた。

　退院時の歩行能力低下に影響する要因の検討には、

ロジスティック単回帰及び�2 検定により有意な変

数を説明変数とし、退院時の歩行状況を目的変数と

した歩行能力低下群０、歩行自立群１の０＜ｐ＜１

の値をとるステップワイズ変数増減法による多重ロ

ジスティック回帰分析を用いモデル化した。なお、

明らかになった要因については、分散拡大要因

湯野智香子　他
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・ベッド上生活日数
・点滴日数
・膀胱留置カテーテル留置日数
・酸素療法日数
・身体拘束日数
・薬剤使用の有無
・合併症数
・症状  
・症状持続日数
・在院日数

退院時の
歩行能力低下��



（Variance  inflation  factors：以下VIFとする）によ

り無相関性を確認した。また、多重ロジスティック

回帰分析により最も影響力のあった要因に対し、そ

の要因に影響する変数をステップワイズの段階で捨

象された変数と検討した。検討には、相関とVIF値

を考慮した２変量の関係でｐ値に影響を及ぼす変数

を明らかにした。なお分析には、統計ソフトＪＭＰ

6、SPSS 11.0 J for Windowsを用い、全ての分析で統

計的有意水準を 5 ％とした。
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　対象者の平均年齢は、歩行能力低下群は83.6±7.1

歳、歩行自立群が85.6±7.4歳であった。性別は、歩

行能力低下群、歩行自立群ともに男性が19名

（55.9％）、女性が15名（44.1％）であった。疾患は、

歩行能力低下群では心不全が13名（38.2％）と最も

多く、次いで肺炎 7 名（20.6％）の順であった。歩

行自立群では完全房室ブロックが 7 名（20.6％）と

最も多く、次いで心不全 6 名（17.6％）の順であっ

た。転帰先は、歩行能力低下群の自宅が17名

（50.0％）、自宅以外17名（50.0％）であった。歩行自

立 群 の 自 宅 が29名（85.3％）、自 宅 以 外 が 5 名

（14.7％）であった。すなわち、歩行自立群と比較し、

歩行能力低下群は自宅退院ができない者が多く、有

意差が認められた（p＜0.01）。
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�（表２）

　「ベッド上生活日数」は、歩行能力低下群が平均

17.7±14.8日、歩行自立群が平均3.8±5.1日であった。
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歩行自立群（n=34）歩行能力低下群（n=34）

ｐn（%）平均±SDn（%）平均±SD

85.6±7.483.6±7.1年 齢
　3（ 8.8）4（11.8）65－74
13（38.2）8（23.5）75－84
18（53.0）22（64.7）85－　

　　19（55.9）19（55.9）男 性性 別
15（44.1）15（44.1）女 性
6（17.6）13（38.2）心 不 全疾 患 名
3（ 8.8）7（20.6）肺 炎
3（ 8.8）3（ 8.8）急 性 心 筋 梗 塞
2（ 5.9）1（ 2.9）悪 性 腫 瘍
7（20.6）0（　 0）完全房室ブロック

13（38.2）10（29.4）そ の 他
＊＊29（85.3）17（50.0）自 宅転 帰 先

5（13.7）17（50.0）自 宅 以 外
＊＊p＜0.01  
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歩行自立群（ｎ=34）歩行能力低下群（ｎ=34）

ｐn（%）平均±SDn（%）平均±SD要　　　　因
＊＊＊ 3.8±5.117.7±14.8ベ ッ ド 上 生 活 日 数
＊＊10.9±7.522.7±17.5点 滴 日 数
＊＊＊ 5.7±6.524.1±23.9膀胱留置カテーテル留置日数
＊＊＊ 6.3±8.320.0±19.2酸 素 療 法 日 数
＊ 0.3±0.8 2.2± 4.0身 体 拘 束 日 数

16（47.1）18（52.9）あ り薬 剤 使 用
18（52.9）16（47.1）な し

2.1±1.62.2±1.6合 併 症 数
＊＊＊10（29.4）26（76.6）呼 吸 困 難症    状
＊6（17.7）1（ 2.9）胸 痛
＊＊5（14.7） 0 腹 痛

3（ 8.8）3（8.8）倦 怠 感
2（ 5.9）1（2.9）動 悸
8（23.5）3（8.8）そ の 他

＊＊＊ 8.5±9.127.9±2.7症 状 持 続 日 数
＊＊＊29.0±9.451.3±9.4在 院 日 数

＊p＜0.05, ＊＊p＜0.01, ＊＊＊p＜0.001
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歩行自立群と比較し、歩行能力低下群は「ベッド上

生活日数」が長く、有意差が認められた（p＜0.001）。

「点滴日数」は、歩行能力低下群が平均22.7±17.5日、

歩行自立群が平均10.9±7.5日であった。歩行自立群

と比較し、歩行能力低下群は点滴日数が長く、有意

差が認められた（p＜0.01）。「膀胱留置カテーテル留

置日数」は、歩行能力低下群が平均24.1±23.9日、歩

行自立群が平均5.7±6.5日であった。歩行自立群と

比較し、歩行能力低下群は留置日数が長く、有意差

が認められた（p＜0.001）。「酸素療法日数」は、歩

行能力低下群が平均20±19.2日、歩行自立群が平均

6.3±8.3日であった。歩行自立群と比較し、歩行能

力低下群は「酸素療法日数」が長く、有意差が認め

られた（p＜0.001）。「身体拘束日数」は、歩行能力

低下群が平均2.2±4.0日、歩行自立群が平均0.3±0.8

日であった。歩行自立群と比較し、歩行能力低下群

は「身体拘束日数」が長く、有意差が認められた

（p＜0.05）。「薬剤の使用の有無」は、歩行能力低下

群でありは18名（52.9％）、なしは16名（47.1％）、自

立群でありは16名（47.1％）、なしは18名（52.9％）

であり、有意差は認められなかった。「合併症数」は、

歩行能力低下群が2.2±1.6、歩行自立群が平均

2.1±1.6であり、有意差は認められなかった。症状

は、歩行能力低下群では呼吸困難が26名（76.6％）

と最も多く、次いで倦怠感3名（8.8％）の順であっ

た。歩行自立群では呼吸困難が10名（29.4％）と最

も多く、次いで胸痛 6 名（17.7％）の順であった。「症

状持続日数」は、歩行能力低下群が平均27.9±2.7日、

歩行自立群が平均8.5±9.1日であつた。歩行自立群

と比較し、歩行能力低下群は症状が長く持続し、有

意差が認められた（p＜0.001）。「在院日数」は、歩

行能力低下群が平均51.3±9.4日、歩行自立群が平均

29.0±9.4日であった。歩行自立群と比較し、歩行能

力低下群は「在院日数」が長く、有意差が認められ

た（p＜0.001）。
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　退院時の歩行能力低下に影響する要因について概

念枠組みを基に、退院時の歩行状況を目的変数とし

た多重ロジスティック回帰分析をした。分析の結果、

退院時の歩行能力低下となる要因は「ベッド上生活

日数」、「症状持続日数」、「在院日数」、「身体拘束日

数」であり、モデルの寄与率は0.54、的中率は83.8％

であった。また、VIFより 4 つの変数間の無相関性

を強く示唆しており、モデルの正当性を確認した

（VIF＝1.614、1.163、1.441、1.205）。各独立変数の

オッズ比は有意であり、回帰係数が負であることに

より各変数の日数が 1 日増すごとに歩行能力低下に

近づくことが示された。
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　多重ロジスティック回帰分析により最も影響力の

あった「ベッド上生活日数」に対し、影響する変数

をステップワイズの段階で捨象された「点滴日数」、

「膀胱留置カテーテル留置日数」、「酸素療法日数」と

検討した。相関係数（寄与率＝0.72）及びVIFより、

この 4 変数の間には強い多重共線性がみられた。特

に「ベッド上生活日数」と「膀胱留置カテーテル留

置日数」の間に強い相関（ r ＝0.826）を認めた。一

方、「膀胱留置カテーテル留置日数」を除いた 3 変数

間の寄与率は0.47であり、VIFはベッド上生活日数

＝1.910、点滴日数＝1.875、酸素療法日数＝2.229と

湯野智香子　他

（ｎ＝68）���������	
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VIF＃1 調整前オッズ比有意確率オッズ上限オッズ下限オッズ比回帰係数

1.614 0.807 0.000 0.929 0.690 0.819 －0.200 ベッド上生活日数
1.163 0.736 0.003 0.942 0.644 0.812 －0.209 症状持続日数
1.441 0.928 0.016 0.988 0.893 0.948 －0.053 在院日数
1.205 0.694 0.023 0.943 0.334 0.628 －0.464 身体抑制日数

モデル全体の検定ｐ＜0.0001, 寄与率=0.5403, LOFp=0.966
＃1：VIF＝Variance  inflation  factors；分散拡大要因

（ｎ=68）���������	
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VIF酸素療法日数
膀胱留置カテーテル

留置日数
点滴日数ベッド上生活日数

3.611ベ ッ ド 上 生 活 日 数
2.7810.578点 滴 日 数
5.0680.7600.826膀胱留置カテーテル留置日数
2.2290.6650.6560.663酸 素 療 法 日 数



低下し強い多重共線性が認められなくなった。以上

の結果から、「膀胱留置カテーテル留置日数」が

「ベッド上生活日数」に強く影響していることが示

唆された。
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　モデルの予測妥当性については、LOF＝0.966よ

り求めたモデルのあてはまりの正当性を示した。ま

たモデルの�2 は50.93であり、有意であった。つま

り、求めたロジスティック回帰式は予測に役立つこ

とを示した。
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　調査結果では、歩行能力低下群の半数は要介護施

設へ移行していた。内閣府が行なった高齢者の健康

に関する意識調査結果14)では、高齢者の60％は介護

が必要になっても自宅での生活を望んでいるとして

いるが、疾患は治癒しても自立した歩行が出来なく

なることで病院から在宅ではなく、要介護施設へ療

養の場がシフトしている現状がうかがえた。ゆえに、

高齢患者が入院前の生活機能を維持し、社会復帰を

果たせるよう入院中の歩行能力を維持し、急性期医

療から要介護者作らない積極的なかかわりが重要で

あると考える。
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　多重ロジスティック回帰分析を用い検討した結果

「ベッド上生活日数」、「症状持続日数」、「在院日数」、

「身体拘束日数」の 4 つの変数が抽出された。寄与率

からこの 4 つの要因に注目することにより、内科の

急性疾患で入院し、退院時に歩行能力を低下させる

高齢患者の54％を予測できることが示唆された。ま

た、各変数の日数が 1 日増すごとに歩行能力低下の

危険率が高まることが示唆された。一方、これらの

要因は、看護師が患者とのかかわりの中で把握が可

能であり、意図的な看護ケアによる介入により早期

にこれらの日数を減らす援助が可能であると考えら

れた。

　「ベッド上生活日数」は、退院時の歩行能力低下に

最も影響する要因であった。ベッド上生活による不

活発な入院生活が長期化すると、筋力低下15) や筋萎

縮16) が顕著となり、その結果歩行能力が低下すると

考えられる。Mullerら（1970）15) は、ベッド上臥床に

より健康な成人でも 1 日1.0－1.5%の筋力低下をき

たすと述べており、特に下肢筋群は上肢筋群に比較

して量的に加齢の影響を受けやすい17) ことから歩行

能力低下群においては離床時にかなりの筋力低下を

引き起こしていたと考えられる。本研究における歩

行能力低下群の「ベッド上生活日数」は、平均17日

であった。前本ら（2007）18) は、高齢肺炎患者が寝た

きりになる平均安静臥床期間は約 2 週間と報告して

おり、今回の結果を支持するものと考える。一方、

脳神経疾患では発症 7 日以内の座位または立位によ

る早期離床の有効性が明らかにされ、早期の多職種

によるチームアプローチが強く推奨されている19-20)。

ゆえに、循環動態や呼吸状態が安定するまで安静を

要し早期離床がパターン化されにくい高齢患者に対

し、一番身近で生活機能を支えている看護師が医師

や理学療法士など多職種と協同しながら段階的な離

床を意図的に行っていく援助を今後検討していく必

要があると考える。次に本研究では、最も影響して

いた要因である「ベッド上生活日数」に対し「膀胱

留置カテーテル留置日数」が強い影響を示している

ことを明らかにした。換言すれば膀胱留置カテーテ

ルの使用が離床の妨げに影響していることが示唆さ

れた。従来の報告では、膀胱留置カテーテルは、尿

路感染予防の観点から長期留置を見直すようになっ

てきている21-22) が離床との関連を調査した報告は皆

無である。「ベッド上生活日数」ひいては離床の妨

げに影響している要因を統計学的に明らかにしたこ

とは、本研究の成果と言えるであろう。ゆえに、今

回の結果を踏まえ、膀胱留置カテーテルの適応の検

討や排泄の早期自立を働きかけていくこと、さらに

膀胱留置カテーテルが留置されていても活動性の低

下に至らないような援助を工夫していく必要がある

と考える。

　次に、「症状持続日数」の検討では、歩行能力低下

群において呼吸困難が有意に多い結果であった。呼

吸困難は、活動による苦痛や死への恐怖を自覚しや

すく、安静時に緩和し、活動時に増強するため身体

の活動を自ら低下させてしまう23)。ゆえに、われわ

れは呼吸ケアの意識を高め、活動時の呼吸困難感の

軽減をはかり活動の低下を予防していくことが必要

であると考える。

　「在院日数」については、Janeら（1998）7) の報告と

同様であった。Janeら（1998）7) は病気の重症度との

検討の必要性を述べているが、内科疾患全般の重症

度を評価する適切な尺度が見当たらないこと、後ろ

向き調査であることから検討に採用できなかった。

　身体拘束は、人権問題と並行して強制的な安静状

態をひき起こす処置として問題視されている24-25)。

しかし、急性期の医療現場では治療を優先とした疾

病管理が優先され、患者の安全を守るためやむを得
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急性期病院における内科疾患を有する高齢患者の退院時の歩行能力低下に影響する要因
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ず身体拘束をしなければならない場合がある。本研

究において歩行能力低下群の『身体拘束日数』は平

均 2 日であった。高齢患者の歩行能力低下と身体拘

束に関する報告がないため比較できないが、 2 日間

の身体拘束による強制的な安静は、ベッド上生活に

比べ短期間に歩行能力低下をひき起こすことが示唆

された。ゆえに、身体拘束をしない看護の検討や拘

束を必要とする場合には拘束中においても関節可動

域運動を取り入れるなど身体的活動性を考慮した援

助が必要であると考える。
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　本研究は後ろ向き調査によるものであり、測定で

きる要因の限界や一地域の一病院の結果であり外的

妥当性の限界が考えられる。さらに、高齢入院患者

の一側面を調査したに過ぎず、全体を言い表してい

るとは言えない。したがって、前向き調査により、

患者の意欲や認知レベルといった精神的要因や疾患

の重症度との関連など他の測定できる要因の検討や

他の病院の患者も対象とし、外的妥当性を高めてい

く必要があると考える。

����

　本研究では、内科の急性疾患で入院した高齢患者

の退院時の歩行能力低下に影響する要因を明らかに

するため、入院前は歩行自立していた65歳以上の患

者68名を対象にした後ろ向き調査を行った結果、以

下のことが明らかになった。

１．退院時の歩行能力低下に影響する要因は、

「ベッド上生活日数」、「症状持続日数」、「在院日

数」、「身体拘束日数」であり、各変数の日数が１

日増すごとに歩行能力低下の危険率が高まること

が示唆された。

２． 4 つの要因に注目することにより、内科の急性

疾患で入院し、退院時に歩行能力を低下させる高

齢患者の54％を予測できることが説明された。

３．「ベッド上生活日数」は最も影響していた要因

であり、「ベッド上生活日数」に対し「膀胱留置カ

テーテル留置日数」が強い影響を示し離床の妨げ

に関連していることが示された。

　以上のことから、この 4 つの要因からリスクの高

い患者を予測し、早期にこれらの日数を減らす看護

ケアを入院時より意図的に実践することが、歩行能

力低下の予防に必要であり、急性期医療から要介護

者を作らない上で重要であると考える。
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Chikako Yuno,  Kiyoko Izumi＊,  Tomoko Hiramatsu＊,  Katsumi Inoue＊

　

Abstract

　The present study was designed to identify factors likely to elevate the incidence 
of walking dependence upon discharge of elderly patients from a hospital where 
they received treatment of acute internal disease.  The study involved 68 patients 
aged 65　and over who had been able to walk unassisted before hospitalization.
　These patients were divided into the groups of walking dependence (patients 
unable to walk) and the groups of walking independence (patients able to walk 
unassisted) at the discharge period. The author analyzed using a model of multiple 
logistic regression analysis with a category framework involving 10 variables.
　Results were as follows :  1) The author picked out 4 factors, i.e. “period of bed-
redden status,” “period of symptoms,” “period of hospital stay” and “period of 
physical immobilization”.  2) It shown that the risk of walking dependence became 
higher as the period of each of these variables increased by another day.  3) Using 
this analysis, the author could suppose the walking dependence at discharge period 
in 54% of the patients.
　It is therefore desirable that patients at elevated risk for walking dependence are 
identified by evaluation of these four factors and to provide active support to these 
patients so as to shorten the period of these four factors as soon as possible during 
the hospital stay.


